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枝廣　世界のエネルギーの状況や世界の気候変動の状況
は、もちろん日本のエネルギーや日本の気候と密接につ
ながっているわけですが、まず世界の大きな話を聞いて、
では日本ではどういうふうに考えていったらいいのか、
限られた時間ではありますが、話を進めていこうと思い
ます。
まず、私のほうから順番を指定させていただきながら、

お一人 10 分ずつほどでお話を伺います。10 分ずつお話
をしていく中で、あの人にもう少しここを聞きたいとか、
こういうコメントがあるとか、それはあとで交換してい
ただく時間を取っているので、お互いのお話を聞きなが
ら、ぜひそのあたりメモを取りながら進めていきたいと
思います。
では最初に、先ほど主に海外、世界のデータ、見通し

の話を聞きましたが、それを受けて日本ではどうなのか
というあたり、研究者の立場で藤井先生にお話をいただ
ければと思います。お願いします。

●日本のエネルギー需給の現状と課題
藤井　東京大学の藤井と申します。私がエネルギー環境
の研究を始めたのは、20 歳のころにメドウズ先生が書
かれた『成長の限界』という本に出会ったことがきっか
けで、こういう地球規模のエネルギーシステムの研究を

しようと思いました。普段は世界全体の話をしているの
ですが、今日は日本の状況を話してくださいということ
だったので、パワーポイントを準備しました。10 分間
と短いので、簡単にやらせていただきます。
さっきのヒューズ博士のスライドにもあったと思いま
すが、これは 1880 年からの日本のエネルギー消費量の
エネルギー源別の推移になっています（図 1）。

明治時代からになっていますが、真ん中あたりでへ
こんでいるのは、太平洋戦争の影響で小さくなって、そ
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のあと、ここの茶色の部分が石油になるわけですが、こ
のように大きく増えています。赤い部分が原子力ですが、
オイルショックのころ、1970 年代からこのように入っ
てきて、今は全体で石油換算で 5億トンのエネルギーを
毎年消費しているという状況になっています。
次のグラフは、エネルギー原単位の推移を描いていま

す（図 2）。

これはメドウズ博士の示されたスライドにも似たよう
なのがありましたが、エネルギー消費量を GDPで割っ
たものがどうなっているのかを示しています。1970 年、
オイルショックの直前からですが、日本の実績ベースが
年がたつとともに下がってきている。下がるほうがいい
んですね。GDP 当たり、消費するエネルギーが減ると
いうことですから、進歩しているということです。オイ
ルショックのころ急激に減って、そのあと、減り方が減
って、また最近、このようなペースで減っています。青
い線で示されています。
黄色で示したラインが、毎年 1％指標が改善されると

したら、ということで描いたグラフです。これを見ると、
平均して 1％ぐらい減ってきているのが分かると思いま
す。これは日本固有の特性ではなくて、多分ほかの外国、
あるいは世界全体の統計を整理しても、やはり毎年 1％
ずつぐらい、この指標は改善されていっています。
1970 年代から示しているわけですが、ヨーロッパの

研究者の評価結果では、過去 200 年あるいは 300 年、日
本が江戸時代のころからの統計が、ヨーロッパやアメリ
カにはありますが、そういった統計を分析しても、大体
毎年１％ずつぐらい改善していることが知られています。
逆に言いますと、この 1％を大きく超えて、もっと急速
にこの指標を改善するというのは、過去数百年間の人類
史を見ても難しいのかなと、強く感じています。
次が、これもメドウズ博士のスライドにあったもので

すが、炭素の排出量をエネルギーの消費量で割ったもの
です（図 3）。これも、毎年 0.3％ずつぐらい、徐々にで
すが下がってきています。石炭の代わりに天然ガスを使
ったり、あるいは原子力発電所が使われる。そういうこ
とが反映されて下がっています。これも大体、世界全体

で見ても－0.3％ぐらいずつで改善してきているという
ことです。

この 2つを合わせると、毎年 1.3％ずつぐらいは改善
できることになる。それで 50 年やると、50％ぐらい削
減する。ですから、日本がもし GDPの成長を止めて、
50 年間、過去と同じことをやれば、2050 年ごろには
CO2 の排出量はちょうど半分ぐらいになる予定です。た
だ、われわれは多分、GDP の成長をしてしまうでしょ
う。ですから半分にするには、このままの調子では駄目
で、追加的な対策が必要だと思っています。
これが日本の電源構成ですが、ほとんどが火力発電所
で供給され、原子力発電所がこういうふうな量になりま
す（図 4）。

次は、発電用の燃料にどういったものが使われてきて
いるのかを示しています（図 5）。1990 年、京都議定書
の基準年ですが、それからどう変化してきているのかを
示しています。原子力が一番上にあります。原子力は
1998 年に一番たくさん発電して、そのあとはいろいろ
事故などがあって、1998 年のあたりを超えることなく
今まで来ている。2007 年も、地震の影響でそれほど発
電できないので、98 年を超えることができないだろう
と思います。
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ほかには、非常に石炭が増えていることに気づきます。
石炭は CO2 をたくさん出すので、地球温暖化の観点か
らは良くないわけですが、その割合が、1990 年から比
べるとかなり増えているということが出ています。
ヒューズさんのお話にもありましたが、石炭は値段

が一番安いわけですね。電力の自由化もあって、皆さん、
日本は電気代が高いということを言ったわけです。それ
で安くしましょうとなると、こういう安い燃料を使って
やらなきゃいけないということで、だいぶ入ってきたん
だろうと思います。
原油のほうはかなり減ってきて、石油製品も、90 年

に比べるとだんだん減ってきているのかなと思います。
次に再生可能エネルギーですが、たくさんあるので、

今日は例として 2つを取ってきました。バイオマスとい
うのも人気がある再生可能エネルギーだと思いますが、
再生可能エネルギーを考えるときに、日本固有の状況を
頭に入れると、次のようなことが言えます。
日本の国土の 3分の 2は森林ですが、その森林を持続

可能な形で利用したら、1年間に供給できる量は、最大
で石油換算で 2,000 万～ 3,000 万トンぐらいです。これ
はどれぐらいの量かというと、わが国が使っているエ
ネルギーの 5％ぐらいです。全部の森林を使えないので、
実質的にはせいぜい 3％ぐらいのエネルギーにしかなら
ないだろうということです。
かなり少ないという印象を受けますが、バイオマス

をよく使っているというスウェーデンとかフィンランド
とわが国の人口密度を比較してみますと、15 倍ぐらい
違います。日本は、森林の大きさに対して、たくさんの
人が住みすぎて、たくさんのエネルギーを使いすぎてい
るという感じです。ですから、スウェーデンで、例えば
20 ～ 30％をバイオマスで賄っているから、日本も同じ
ようにやれるのではないかなと思ったら、15 倍違うこ
とを認識しなくてはなりません。30％だったら 2％ぐら
いしかできないというふうに換算して考えなければなら
ないかなと思います。
太陽光ですが、効率がよくて、例えば国土の 5％ぐら

いを太陽電池にすれば、エネルギー自給できるぐらい発
電できてしまう。1平米当たり、1年間で 150kWh 発電

しますが、もし 20 円／ kWhで売れるとしたら、1平米
当たり年間 3,000 円ぐらいの収入があることになります。
ただし、太陽電池が高いために、3,000 円の収入を得る
ために、今 7万円投資しなきゃいけないという状況にな
って、実際には誰もやらないわけですが。
農業で、1年間に 1平米当たりいくらもうかるか、ご
存じですか？　日本では 100 円とか 200 円とか、その程
度です。ですから、もし太陽電池が安くなると、変な意
味で農業をやっている場合じゃない、田畑に太陽電池を
置いたほうがもうかるということにもなりかねません。
太陽電池は値段が高いですが、累積生産量が 1,000 倍
になると単価が 10 分の 1になるというのが、過去 20 ～
30 年の傾向です。
まとめになりますが、省エネルギーというのは着実に
進展しています。GDPの成長がなければ、2050 年ごろ
には CO2 が半減するぐらいの勢いで進んでいます。化
石燃料は当面、使わざるを得ない。再生可能エネルギー
は、先ほど申し上げたように、経済的な課題もあります
し、資源上の制約を考えなければいけない。今日は原子
力の話はできませんでしたが、明らかに 1つの選択肢で
すから、入れていかなければいけませんが、こういった
社会情勢の問題などもあります。

枝廣　ありがとうございました。日本の状況について、
とても分かりやすく、いろいろな観点から教えていただ
けたと思います。日本の状況を踏まえた上で、次は東京
都の小原さんにお話を伺おうと思います。とてもたくさ
ん人口が集まっているし、経済活動も盛んだし、たくさ
んエネルギーを使っている自治体として、エネルギーに
関する現状、見通し、そのあたりをお話しいただければ
と思います。

●大きな購買力を武器に
　再生可能エネルギーを進める
　̶̶東京都
小原　東京都の小原です。よろしくお願いいたします。
東京都は今「10 年後の東京」という長期プランの中で、
2020 年までに都内の CO2 排出量を 25％削減するという
目標を設けて、それを具体化するために政策強化をして
いる真っ最中でございます。
その背景にあります問題意識として、こちらをご覧く
ださい。これは、京都議定書を締結して、それぞれCO2
削減の義務を負っている国々の名前のリストを上から順
に出してあります（図 6）。スケールで言いますと、CO2
のメガトンスケールで出してありますので、東京都はこ
こで言えば、数字にして 60 という目盛りぐらいになり
ます。下から 4つ目ぐらいのところに位置する CO2 排
出の規模のある自治体でございます。人口も多いですし、
経済規模も大きいものですから、東京も自治体ではある
けれども、国と変わらない責任を持ってやっていこうと
いうことで、やっている最中でございます。
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その東京ですが、実際に CO2 排出削減するために、
CO2 を排出しているところでは排出量を減らしていかな
ければなりません。東京ですと工場の立地が少ないです
から、電気の形でエネルギーを消費しているところがた
くさんございます。
その電力の自給率を、こちらの表でお示しいたしまし

た（図 7）。

あらかた言えば、1980 年から二十数年の中で、10％
程度の自給率であるという状況で推移しております。10
％程度の自給率ということですが、都内ですと品川と大
井に火力発電所がございまして、そのほかは、細々とし
た再生可能エネルギーの発電があるというのが内訳にな
ります。
再生可能エネルギーですが、2005 年に東京都が調査

したところでは、大きいのが廃棄物発電ということです
が、都内の廃棄物焼却工場には、昔から発電装置を付け
て稼働してきたという経緯がございますので、全体のう
ちのほとんどが廃棄物発電で賄われている。
そのほかに太陽光発電。これが国の太陽光発電補助な

どを追い風として広がってきた経緯がありまして、2005
年の時点で2万7,000kWぐらいの設備容量がございます。
ほかの、風力発電ですとか地熱発電ですとかバイオマス
発電ですとか、東京というところで展開しようとします

と、ハードルが高いです。まず地価が高くてなかなか採
算が取れない、そういった条件もございます。
太陽光発電につきましては、家庭の屋根の上みたいな
ものが典型的なケースですが、発電をしたその場で消費
できるという特性がございますので、東京都では、太陽
光は都内の地域でしっかりと増やしていこうと考えてお
ります。
冒頭申し上げました「10 年後の東京」という長期計
画の中で、この 10 年間で太陽エネルギーの利用を 100
万 kWに拡大するという数値目標を設けました。太陽
エネルギーの利用というのは、太陽光発電と太陽熱利用
と併せて、設備規模で 100 万 kWということを目指し
ていますが、現時点で大体 2 ～ 3 万 kW程度というと
ころですから、ここから 2桁増やさないといけないとい
う目標を掲げております。さまざまな支援策も講じてや
っていく方向でございます。
太陽光発電ですとか太陽熱利用については、直接の支
援策というものも含めて対策強化していきますが、ほか
の再生可能エネルギーの利用をどうやって広げていくか
というところで、東京都ならでのアプローチというのが、
こちらの絵から来るものの考え方でございます（図 8）。

東京都内で直接排出している CO2 の量よりも、東京
に持ってくるための発電をしているところ、都外の地域、
水色のところをご覧ください。こちらのほうで排出して
いる CO2 排出量のほうが、量的にはやはりたくさん出
ているわけです。
東京というのは、東京の後背地となる日本中の広いと
ころからたくさんエネルギーを買う、強い購買力を持っ
た主体であるという認識を持っています。その強い購買
力を持っていることを強みとして、東京は、再生可能エ
ネルギーでできた電力や、そういうエネルギーを買いま
すというアプローチを取っていったらどうだろうかとい
うのが、こちらの「需要プル型施策による需要拡大のイ
メージ」と書いてあります、東京都が実施している再生
可能エネルギー拡大の基本的なコンセプトでございます
（図 9）。
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右半分の上のところに、グレーの丸で「需要」と書い
てありますが、需要者の中でも最大の需要として、東京
都は自分たちで、小さい国の国家予算ぐらい予算を持っ
ていますから、自分たちもすごい量の電力を調達してい
るわけです。
例えば東京都の水道局は、こちらの建物にも水を供給

していますが、都内の電力の 1％は東京都水道局が消費
しています。それだけの大きな需要主体でもあるという
自覚を持って、ここで調達する電気について、グリーン
電力の割合をどんどん上げていこう。あるいは、納入し
ていただく電気について、CO2 排出原単位のいい電気を
納めていただこうと。これを電気の「グリーン購入」と
呼んでいますが、その取り組みを広げていこうというこ
とを、進めているところです。
分かりやすい例では、古紙再生紙などですと、今、リ

サイクルのペーパーを当たり前に買って、それで印刷し
て印刷物を出している会社がたくさんあります。ちょっ
と割高でも、環境にいいものを使っていくことが会社の
方針であるということで、やっていらっしゃるところが
たくさんございます。
東京都の再生可能エネルギーを広げるやり方は、この

発想そのままでございます。つまり、発電側で再生可能
エネルギーをつくってくれれば、少し割高でも買います。
この「割高でも」というところを、今予算制約がある中
で少しずつ広げる努力をしていて、東京都自身が広げる
とともに、同じグリーン購入というやり方で取り組んで
いただける横の広がりを、ネットワークとして拡大して
いる最中でございます。
平成 19 年 6 月 5 日の環境の日が発足日でしたが、「グ

リーンエネルギー購入フォーラム」というのを、東京の
ほかの日本中の 14 団体、県や市町村、NGOなどと一緒
に発足させました。その後、県、市町村、それぞれの自
治体に声をかけて、今日現在で 60 団体まで拡大してお
ります。それぞれの自治体のやり方は少しずつ違います
が、それぞれができる方法で、再生可能エネルギーを選
択して買っていこうと。買い手が広がることで、これは
売れるものだということで、供給が広がっていくという
循環をつくろうとしているところでございます。

その中でも、電気の使われるところで大きく CO2 排
出削減をやっていこうと思いますと、2020 年までに 25
％という目標を達成するために、どんな政策をイメージ
しているのかというのがこの図でございます（図 10）。

現在、一番左にご覧になれますように、大体都内の一
般家庭ですと、電気で 47％、都市ガスで 47％、灯油で
6％というエネルギーを購入して生活していらっしゃい
ます。
その用途ですが、照明や家電など、電気でないと駄目
なものが 37％、給湯が 43％で、そのほかに冷暖房、低
温熱が 20％ほどございます。用途に合わせて、ほんと
に電気でなければいけないものは電気で使いましょう。
そうでないものは、ちょうどいい低温熱を使えば、太陽
の光や熱を変換せずに、そのまま照明や暖房に活用する
パッシブソーラーを含めて、使いたい用途に合わせた使
い方をしていきましょうということを提案しようとして
います。その用途に合わせてやった中で、アクティブ（変
換利用）なものであるとかパッシブなものであるとか、
再生可能エネルギーをどんどん入れていきましょうと。
その入れ方に関しては、直接太陽光発電装置を入れる
方法もあるし、グリーン購入という方法もあるでしょう。
それで最終的に買うエネルギーの量、化石燃料の量をぐ
っと減らしていく生活の姿に切り替えていこうというの
が、東京都の今考えている温暖化対策の進め方でござい
ます。

枝廣　ありがとうございます。今再生紙の話をされて、
そうだったなと思い出しました。今私たちは、再生紙を
使うのは、ごく当たり前の常識になっていますが、そう
でなかった時代に、オフィス町内会というところが再生
紙をみんなで使おうという話を始めたときに、最初にそ
れを一緒にやろう、広げようとやってくれたのは東京都
でした。東京都が一緒にやって、それがスタンダードに
なり、日本の環境省がやるようになり、私たちの常識に
なってきました。電力のグリーン購入も、そういった形
でいくといいなと、聞いていました。
今自治体のお話を伺いましたが、今度は企業のお立
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場からお二方にお願いします。恐らく企業活動にとって、
エネルギーの見通し、そして温暖化の問題、どちらもと
ても大きな問題になっていくはずです。エネルギーはす
ぐコストに降りかかりますし、温暖化に手をこまねいて
いるわけにはいかない立場にもありますので、そのあた
りの各企業の考え方をお伺いしようと思います。
まずリコーの田中さん、お話をいただけますでしょうか。

●上流から下流まで、
　メーカーの環境負荷をトータルに把握
　̶̶株式会社リコー
田中　リコーの田中です。多くの民間企業が熱心に環
境経営に取り組んでいらっしゃいます。その中で、今日
ここでリコーグループの事例を発表させていただくのは、
非常に光栄に思います。
リコーは、コピーとかプリンターのオフィス向け機器、

ソリューションのプロバイダーで、グローバルに展開し
ております。まずは、われわれリコーグループが目指す、
あるべき姿を、遠い世界になるかもしれませんが、描い
てみました。
ご覧いただいている図（図 11）の一番左側の地球の

絵がおそらく産業革命以前の姿です。われわれの経済活
動は、すっぽり地球の中に入っています。メドウズさん
が話をされた、地球の扶養力の中に収まった世界という
ふうに考えればいいのかもしれません。真ん中が現状で
す。地球の扶養力をはみ出してしまっているという状況。
一番右側が、われわれが目指す経済、社会、地球が折り
合っていく社会ということです。

私どもは、2050 年ビジョンというのを描いて公開し
ました。テレビでも CMを流していますが、どういう
ことかというと、いろいろ世の中の文献を読んだり、先
生方の意見を聞いて勉強してみると、途上国の発展も考
慮して、2050 年には先進国において、地球に与える環
境影響を 2000 年比で 8分の 1ぐらいにしなければいけ
ないだろうと予測しました。そんな世界が来る。それに
対して今から備えておかないと企業として生き残れない

だろうと考えました。
そこからバックキャスティングをしまして、また、現
状の自分の実力を見極めながら、3年先、6年先の環境
負荷の削減目標を決めています。そのためには、まず、
われわれの事業が世の中に対してどのような環境影響を
どのくらい与えているのかを調べるところからスタート
しました。
また、ライフサイクルで見てみると、この環境負荷を
エコバランスとして表現できます（図 12）。

われわれは組み立て、いわゆるアセンブリメーカーで
すので、製品を構成する部品を買います。それが一番上
の赤い部分。すでにここのところで環境負荷をかなり発
生させてしまっている。この真ん中のところがリコーの
範囲ですが、ここでは工場で組み立てによるエネルギー
の消費や廃棄物などが環境負荷としてあるかなと。われ
われがつくったあとに、お客さまのところに製品のコピ
ーを持っていって、使用される電力や紙̶̶資源だけで
はなくて、紙をつくるのにものすごく電力がいりますか
ら、その電力も入っています。この上流（部品を仕入れ
るまでの工程）と下流（お客さまでの使用）とが、非常
に環境へのインパクトが大きいということが分かります。
われわれはモノを設計して、それを工場でつくって、
販売をしていきますが、まず上流のところの負荷をどう
減らしていくかということについては、設計のところで
徹底した小型化による省資源化設計をしていきます。も
う１つ、今、コピーはデジタル化、多機能化になってお
り、従来であればコピー、プリンター、スキャナ、ファ
ックスなど、いろいろな機器をそれぞれに使っていまし
たが、マルチファンクションコピーの 1台で済むという
ところでも、環境負荷を大きく減らしています。
次に工場のところですが、（京都議定書でいうと、国
内の工場でいかにエネルギーを減らすかというところが
効いてきますが）京都議定書の話は、別に議論の時間が
あればそのときにしたいと思います。工場の事例ですが、
われわれリコーグループの国内、海外で、ベルトコンベ
ヤーが動いている工場は今はもうありません。これは市
場の変化からくる多品種、オンデマンド生産ということ
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に変わってきていることもありますが、省エネをねらっ
た生産の革新事例の 1つです。ベルトコンベヤーではな
くて、1台 1台を完成するごとに、エアシリンダー方式
という、エアーで製品を押していくという方式で、CO2
の換算でいきますと、常にベルトコンベアーを動かして
いるのに比べて、99％ぐらい削減できるという事例です。
もう 1つはトナー。コピーですからトナーを使います。

黒であったりカラーであったりしますが、従来は国内、
海外の大きな工場でボトル詰めをやって最終製品として
全世界に届けられます。これは輸送のコストの省エネの
ところに非常に効いてきています。これを世界の主要消
費地にトナーとボトルを別々に送っておいて、消費者に
一番近い場所から、市場のニーズに応じた必要な分だけ、
トナーをボトルに詰めて商品としてタイムリーにお届け
するという形に変わってきています。これでかなり環境
負荷削減が出ています。
最後にお客さまのところです。ここは今、われわれと

しては一番重要ですが、コントロールできにくい部分と
認識しています。皆さんの中で、コピーというのは省エ
ネ機能が付いているというのを、ご存じの方がいらっし
ゃいますでしょうか。ありがとうございます。安心しま
した。
コピーの省エネというのは、もう 10 年ぐらい前から

あって、待機時間はずっと電力を落としていて、使うと
きだけコピーボタンを押すとコピーが取れます。今まで
のコピーですと、省エネ待機状態からコピーボタンを押
してコピーがとれるまで 2～ 3分待たなければいけない
というものでした。だから省エネ機能と使いやすさのバ
ランスはすごく悪い。両立していません。だから、省エ
ネ機能のコピーを市場にご提供していても、実際使われ
ないから、お客さま先で省エネ効果が出なかったという
ことです。
コピーはコピー時に熱を使いますので、普段は熱を

冷ましておいて、使うときだけクイックスタートアップ
（QSU）という機能を付けました。今、モノクロコピー
では 10秒ぐらいで立ち上がりますので、こういったコピ
ーをお使いの方は、ぜひそういう使い方をしてください。
この機能が活用されていないとすれば、これはわれ

われ販売側の責任ですね。ですから売ったあとのフォロ
ーをしていき、どういう使われ方をされているか、きっ
ちり見ていく。それが顧客満足の向上につながって、次
のわれわれのビジネスにもつながっていくということで、
積極的に展開しています。
メーカーですから、設計から生産まではもちろんです

が、お客さまのところでどういう使い方をしてもらった
ら一番いいかというところまで工夫して活動しています。
まとめますと、われわれエコバランスと呼んでいま

すが、京都議定書の達成をみんな一生懸命やっています。
しかし、この対象は国内の組み立てとオフィスの部分の
みです。そこが京都議定書の不足部分かもしれません。
多くの日本企業や海外のメジャーなどもグローバルで活
動していますので、やはり自分たちの環境影響はグロー

バルできっちり見ていかなければいけないということと、
自分たちの会社の中だけではなく、上流と下流も含めて、
自分たちの事業全体が社会に及ぼす環境負荷全体を把握
していかなければいけないと考えております。

枝廣　ありがとうございました。2050 年に環境影響 8
分の 1というビジョンは素晴らしいなと思います。今の
やり方だとできないとか、今から改善すると、これぐら
いはできるとか、そういった形で目標とかビジョンをつ
くるところが多いですが、そうではなくて、2050 年に
どうあるべきかというところから、8分の 1という数字
を出された。そのために今どうしたらいいかというバッ
クキャスティングをされているというお話でした。
1つだけ手短に田中さんに追加で質問したいんですが、
日本の産業界では温暖化がある意味ブームというか、皆
さん一生懸命熱心にされていて、企業や産業界の取り組
みも、温暖化に対してどうするかという取り組みが多い
と思います。例えば今日のもう 1つのテーマであるエネ
ルギーの問題について、これから石油がどんどん減って
きて、コストが上がってくる。そういった時代に企業
は、産業界はどうすべきか。温暖化にはもちろんエネル
ギーが関係しているけれども、いろいろな戦略を考えた
り、取り組みを考えたりするときに、エネルギーという
のが、企業や産業界の考えにどれぐらい入っているもの
か。もしくは、最近の変化があるのかないのか。そのあ
たり、ちょっと感触を教えていただけるとうれしいんで
すが。

田中　エネルギーについては、われわれも 2050 年を予
測して、かなり勉強はしたつもりです。エネルギーを使
うということが非常にシビアな世界になっていきますが、
それに耐え得るだけの省エネ、省資源設計と生産方式で
モノづくりをやっていって、環境に良い製品をつくり出
し、お客さまにも負荷をかけない。われわれとしてはモ
ノづくりというところに尽きますので。
また、われわれは現時点では直接的に自然エネルギ
ー事業などはやっていないし、結果として出てきた電力
を使っているだけですが、われわれの基本的考えとし
て、どんな電力を選ぶかということが 1つあると思いま
す。ですからそこで、少しコストアップになってもCO2
削減のためにグリーン電力とか。
また、直接的に電力とは関係しませんが、われわれは
社会貢献、ボランティアとしてグローバルで植林をやっ
たりしています。これも今後は（カーボンニュートラル
も意識して）企業責任として、事業計画に組み込むよう
な考えも必要になってくると考えています。

枝廣　ありがとうございました。では、今日、北海道か
ら来てくださっているアレフの庄司社長にお話を伺いま
す。アレフというのは、皆さんご存じでしょうか。「び
っくりドンキー」というハンバーグのレストランが一番
大きいのではないかと思いますが、レストランを運営さ
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れている、そして北海道の恵
え

庭
にわ

市にご自分の農場を持っ
て、研究所も持っていらっしゃる。きっとそういうお話
もしてくださるのではないかと思います。では庄司社長、
お願いします。

●2020年にCO2排出半減を目指す
　̶̶株式会社アレフ
庄司　私は外食業界で、食べるという仕事をやっており
ます。現在、北海道から沖縄まで約 300 店のレストラン
と 7カ所の一次加工工場などを展開しています。
この仕事を始める前に、先輩たちから「『食』という

字は、人を良くすると読むんだよ。『食産業』と書いて、
良い人を産み出すなりわいだ」と教わりました。そう
いったことを教わりながらずっとやってきて、ある程度、
店の数が増えてきた段階で、売っているものに対する疑
問がいっぱい出てきたんですね。食の安全に対する疑問
と環境問題です。実は店から出る「ごみ」の半分が「生
ごみ」で、その回収処理費用が年々値上がりしてきた。
それで「生ごみ」をなんとか有効活用できないかと考え
始めました。こんなことが環境問題に関心を持ち始めた
きっかけの 1つです。
生ごみ、残さは、それまで毎日ごみの回収車が来て

いたんですね。今はどうなっているかというと、各店舗
に設置可能な、微生物で処理するごみ処理機を開発し
て、2カ月に 1回の回収になりました。そうすると、そ
の分、CO2 を排出している回収車が毎日来なくてよくな
り、最後に残った残さは、すごくいい肥料にもなるんで
すね。それを畑に還元して安全な食材をつくるところか
ら病みつきになり、環境問題に入っていったわけです。
また創業当時の商業の世界には、いろいろな商人道

徳とか理念を教えてくれる先輩たちがいて、その先輩た
ちに出会ったのが幸せでした。まず、「店は社会の中に
存在する。社会の中の不足、不満、問題を解決すること
をもってその企業の存在根拠とする」ということを教わ
りました。そして、みんな企業を語るとき、規模の大き
さとか売上高を語るけれど、企業や店の大小を語る前に、
やっていることの素晴らしさや正しさについて語れ、と
言われました。そういったことを根底に、種を植えられ
たのが、環境に入ってくる原動力になったんだろうなと
思います。
今までやってきたことは、会社全体の CO2 排出量を

2000 年に比べて 30％削減しております。今年新設した
北海道工場に関しては、化石燃料の石油使用量をゼロに
して、同規模工場と比較してCO2 を 55％削減しており、
みんなも 55％の削減が可能であるというモデルになっ
てきたわけです。
具体的にどうしているかと言いますと、ソーラー発電、

ソーラー暖房、工場から出る生ごみを近隣牧場でバイオ
ガスに精製・圧縮して燃料に利用したり、北海道産の木
質ペレットをボイラー燃料してエネルギーの地産地消を
しています。また地元小学校（恵庭市）の総合学習の教

育題材として、子供たちと空き農地に菜の花を植えて収
穫し、それを工場内で油に搾ったり、使い終わった廃食
油を燃料に替える学習をしています。また一般家庭で使
い終わった廃食油を自社レストランに持ってきたら、ト
マトゼリーなどと交換したりするんですね。それを精製
して、実験農場のトラクターや食材配送車の代替燃料に
使っております。
また北海道工場では、冷蔵庫のヒートポンプの廃熱利
用でお湯をつくったり、サラダをつくるときに使う－０
℃の水は、冷たい水をつくるときに熱が出ていますから、
その熱を利用してお湯をつくるなど、このような地熱ヒ
ートポンプの冷暖房システム開発のために別会社も設立
しました。地下 10 ～ 15 メートル下は、10 ～ 15℃とな
ります。100 メートルぐらい掘って水を循環させますと、
夏だったら、温かい水が冷たくなって出てくる。冬は冷
たい水が温かくなって出てくる。それを熱交換すると効
率が良くコストが安い冷暖房になります。また施設の屋
根に土を載せて花や草を植えて、アースハウス状態にす
るとか、そういったことをやっています。
その結果として、当社では 2020 年までに CO2 排出

量を 2000 年と比べて、売り上げ当たり半分にしようと
いう目標で進んでおります。店舗で使う水の使用量は、
2000 年と比べて 3分の 2 に削減する目標です。生ごみ
リサイクル率は現在の 85％から 100％を目標にしていま
す。最終的に北海道工場は、ほかから電力を購入しない
で、自分たちでバイオマスなどを利用したエネルギーで
稼動したいと考えています。
小樽には、自社ビール醸造所があり、そこのビール粕
と店舗の生ごみでメタンガスをつくっています。残った
エキスは栄養源に使えます。エネルギーを取ったあとに
栄養源が残り、もう「生ごみ」ということはあり得ない。
栄養源でありエネルギーであるという実感があります。
当然、競争もあるわけですが、競争に関しては、相手
をつぶす競争ではなくて、役立ち競争なんだと先輩たち
から教わりました。どちらがお客さんの役に立つか、社
会の役に立つかということ。社会の役に立たない、社会
に還元されないものは繁栄しないとも教わったのです。
環境問題は、将来、絶対に避けて通ることができない
問題です。とすると企業には戦略というのがありますが、
未来の決定を今することだと私はとらえています。その
ことはトップの最も大事な仕事であり、環境問題に関し
て自ら明確なアドバルーンを上げて、きちんと目標を示
さない企業には、トップがいないんだと私は思います。
そして、自動車業界のジャストインタイムでも優れた
システムですが、あれは優れたボトムアップだと思って
います。そういったものをきちんと取り入れると、トッ
プがやれと言わなくても、何万という改善提案が出てど
んどん進んでいきます。トップの最たる仕事は、環境に
対してどのようにしていくかをはっきり宣言することで
はないかと思います。
私は、経営において将来に対する「三分の余裕」と
言っていますが、それは、今の利益にはならないけれど、
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将来に対して投資する考え方です。これはよく企業に
余裕があるからできるんだと言われますが、「三分の余
裕」とは今の利益でないことに先行投資した分だけ余裕
になってくると思います。本当に大変なときはちょっと
休む、一時中断して冬眠することもできます。「いつも
キツキツ状態」では駄目で、余裕がないとそれで終わり
ではないかと思います。
企業利益の出し方の違いは、利益を環境のために先行

投資、つまり「社会に先行して寄付」するのと、そうい
った良いことをしないで財務省に「税金として寄付」す
るのかの選択肢ではないかと思います。
環境に対する投資のいろいろな提案がありますが、

「びっくりドンキー」という店を 1店出しますと、償却
に平均 5.5 ～ 7 年かかります。5.5 ～ 7 年で消費したも
のを全部回収するということです。ところが環境に対す
る投資は、全部がいいわけではないけれど、3年未満で
回収してしまうような提案もたくさんあります。という
ことは、環境は効率が悪いが正しいことだから、利益の
犠牲の上にやらなきゃ駄目だというイメージでいたのが、
全然違った面として見えてきます。
20 世紀のビジネスモデルは、どこかに何かいいもの

があったら、それを日本に持ってきて先にやったところ
が勝ちというのが大事な事業戦略であったと思います。
しかし 21 世紀の環境時代は、自分で足を突っ込んでな
いと新しいものは生まれないから、ほかが真似しにくい
ですね。環境に関するモデルがあまりないですから、自
分で自分の足を濡らしてやっていくところに、どこにも
ないオリジナルなものがたくさん出てくる感じがしてい
ます。
そういった流れで、社内では私がやれと言わなくても

社員の間で、店で使う割り箸など、はじめは「木の箸」
でしたが生育が早い間伐材の「竹の箸」に替えていく。
今度はそれを何回も繰り返して使える「リユース箸」に
替えていく。そうすると、いろんな提案が社内からどん
どん出てくるような循環型の組織になる。今はそんな感
じがしています。

枝廣　どうもありがとうございます。経営についての
知恵も含めて、いろいろ教えていただけたなと思います。
このあいだ庄司さんとお話をしていたら、先ほどお話し
していたように、お店だと 7年ぐらい回収にかかること
もあるけど、環境への投資は 3年以内で回収できること
が多いから、お店をやめて環境だけやっていたほうがも
っともうかるかもしれないと言って、笑っていらっしゃ
いましたが。
では、今度は飯田さんにお話を伺おうと思います。日

本ではまだ、政策提言型のNGOは残念ながらそれほど
多くありませんが、エネルギーに関して、世界の情勢を
踏まえつつ、いろいろな政策提言をされています。では
お願いします。

●「天動説」から「地動説」へ
　 ̶ ̶気候変動とピークオイルに立ち向かう

飯田　最初のデニス博士とヒューズ博士の話を伺って、
まさにエネルギーに関する社会の認識が、「天動説」か
ら「地動説」に変わりつつある、そういう時期だと感じ
ました。「エネルギー天動説」を唱えているのは、例え
ば市場原理主義者とかエコノミストですね。ほんのつ
い 1～ 2年前、ひょっとしたら日本では今でもそうです
が、石油はなくならないという話がまじめに語られてい
た。もちろん、石油はそう簡単になくなりませんが、ピ
ークアウトするという認識は必要でしょう。
「エネルギー地動説」に関しては、間違いなくメドウズ
博士は最も早い時点から唱えられた方で、かつてのガリ
レオのように、一時期はいろんな批判もあったことでし
ょう。
本日は、いくつか非常に分かりやすい外部のスライド
をお借りしましたので、お見せします。
まず、石油に対する認識の違いを見てみましょう。例
えば、ウォールストリートの人たちは 4半期のタイムス
パンで石油を見ています。エネルギー経済の研究者はも
う少し長く、20 年程度のスパンで見ていると思いますが、
いつまでも右肩上がりで、ピークアウトするという認識
はありません。コリン・キャンベル（今日のピークオイ
ルの提唱者）やかつて米国の石油産出のピークアウトを
初めて指摘したハバートなどの地質学者は、まさに化石
燃料がピークアウトするという見方をしています。
そして、文化人類学者のようにもっと長く 1,000 年単
位で眺めてみると、化石燃料というのは一瞬の過渡的な
時代だったという見方が見えてきます。
今の状況は、まだ穏やかな川を下っている状況に似
ています。この先にちょっと不安な状況が見えています。
ここで先取りをして用意をしないと、一気に滝を下った
ときには手遅れになります。そういうことにならないよ
うに、きちんと用意をする必要がある。
その対応を分類したのがこちらです（図 13）。

上が予防的に対応していこう、あるいは政策的に対応
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していこうという領域です（率先的対応）。下は、何か
が起きてから対応すればいいじゃないかという領域です
（反応的対応）。そして、右側はまだ数十年はピークが来
ないという認識（後期ピーク論）、左側は数年以内にピ
ークが来るという認識（早期ピーク論）です。こう 4つ
の象限に分けると、おそらく生き残れるのは左上の選択
肢しかないのではないか。
石油と天然ガスが短期的にピークアウトするとなると、

残るオプションは、石炭か原子力か省エネか再生可能エ
ネルギーとなります。これに対して、先ほどヒューズ博
士の議論にもあったとおり、原子力と石炭のオプション
は望ましくない上に、現実的でもないとなると、残るオ
プションは、大胆なエネルギー効率化と再生可能エネル
ギーを車の両輪にして、エネルギーを根底から変えてい
くという取り組みが必要だということになります。
現状は、日本の場合、水力発電のシェアが約 10％な

ので、一次エネルギー換算で約 4％となります。残る 96
％は持続可能ではないエネルギーで、しかもほぼ全量を
輸入しています。このエネルギーの現状から、エネルギ
ー効率化によって飛躍的に減らしながら、大胆かつ全面
的に再生可能エネルギーを増やしていく。まさにこの両
輪しか出口はありません。
そんなことできるのかと思われる方も多いでしょう。

ここで、こちらをご覧ください（図 14）。

これはヨセミテのエルカピタンと呼ばれる、高さ
1,000 メートルの垂直に切り立った岸壁です。一見する
と、とても登れないと思われる方がほとんどでしょう。
しかし、近くに寄ってみると、手掛かり、足掛かりが
見えてきて、正しいルートをたどりながら、1つひとつ
手掛かり、足掛かりをしっかりとつかんでいけば、こ
の 1,000 メートルの垂直の岸壁も登っていけることが分
かります。つまり、一見した困難さで諦めず、確かなル
ートを見極めた上で、「タンジブル」（手触り感のある）、
すなわち具体的で確実な社会変革に挑戦していくことが
重要なのです。
そういう認識のもとで、再生可能エネルギーの状況を

見てみると、飛躍的に成長しています。かつて、ITの

分野に起業と投資が集中した状況を指して「ドットコ
ム」といわれましたが、今日では「ワットコム」といわ
れるまでになっています。風力発電は世界で年二十数パ
ーセントも成長し、コストの面でももう石炭に競合でき
る水準に近い。太陽光発電は、もう一桁小さい市場で、
まだ世界全体でも 700 万 kWですが、年 30％の成長で、
特にドイツは急成長しています。しかし、こうした「ワ
ットコム」と呼ばれる状況から、日本だけが取り残され
ています。
各国や州政府が掲げる自然エネルギー電力の拡大の目
標値を比較すると、世界各国とも 2020 年に 20％程度の
目標を掲げています。特にドイツは、2030 年に 45％の
電力を再生可能エネルギーにするという目標値です。ア
メリカも、2020 年に倍増以上となる 15％という目標を
連邦下院が決定しました（12 月に大統領が拒否）。そう
いう中で、日本だけは、2014 年までに自然エネルギー
電力を 1.63％増という、虫眼鏡で見ないといけないくら
い小さな目標値に留まっているのが現状です。
太陽熱も、先ほど東京都の小原さんの話にもありま
したが、世界的には爆発的に普及しており、特に中国、
ヨーロッパ、中東で普及しています。ヨーロッパでは、
2006 年スペインで、新築の建築物に関しては、熱の 3
～ 6割を賄える太陽熱を必ず導入しなければいけないと
いう、ソーラー・オブリゲーションが法律で導入されま
した。今後、ヨーロッパ全体のオブリゲーションに広が
ろうとしています。ここでも対照的に、日本では太陽熱
は衰退産業になっています。
欧州の太陽熱システムは、日本でよく見かける貧乏た
らしい、取って付けたような太陽熱温水器ではなく、こ
のように、建築物に美しく統合され、しかも給湯システ
ムや暖房システムに統合された、美観も利便性も高いシ
ステムとなっています（図 15）。

ちなみに、この住宅は、どれも暖房設備が全くない無
暖房住宅です。こういう住宅であれば、ほぼ 100％カー
ボンフリーにすることも可能です。
このように、必要な技術は、われわれの手にすでに
あるわけですね。あとは政策と政治の問題なのです。例
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えばスウェーデンでは、2006 年 6 月に、2020 年までに
「脱石油」の国になるという宣言をしました。スウェー
デンの場合、電力はすでにほぼ脱石油になっています。
暖房や給湯熱は、1984 年には重油が 80％を占めていま
したが、その後、バイオマスを中心に燃料の多様化が進
み、2004 年には重油のシェアが 20％弱まで落ちていま
す。このトレンドから、暖房や給湯熱を 2020 年までに
脱石油にすることは可能でしょう。あとは 2030 年まで
に輸送燃料を 100％バイオマスにしていく。スウェーデ
ンでは、そういうシナリオが、首相諮問委員会で国家戦
略として出たということです。
その「源流」をたどってみると、人口 7万人のベクシ

ョーという町です。10 年前に「化石燃料ゼロ」という
ローカルアジェンダ 21 を宣言した上で実践し、輸送燃
料を除いて達成したのです。このベクショーの取り組み
がほかの都市や地域に広がり、ついに国の戦略も変わっ
たのです。
同じようにデンマークのサムソという小さい島があ

ります。ここは人口がおよそ 4,000 人ですが、ここも 10
年前に自然エネルギー 100％を宣言して、無事 1カ月前
に 100％を到達しました。こうしたローカルチャレンジ
が社会を動かしています。
日本でわれわれ環境エネルギー政策研究所が取り組ん

でいることは、こうした北欧の経験に示唆を受けていま
す。まず、持続可能なエネルギー政策の領域で、欧州の
フロントランナーの水準の研究や政策構築を目指す。こ
うしたフロントラインの政策もつくりながら、同時に政
策研究や行政からは見えきれないところがあるため、具
体的に地域を動かす取り組みをしています。例えば、デ
ンマークのように、市民の共同出資で風車を建設・所有
する仕組みをつくりました。これは、要は、お金とエ
ネルギーを自分たちの手の中に戻していく取り組みです。
また、長野県と岡山県では、それぞれの地域の方々を軸
に、地域のエネルギー事業を立ち上げました。これもよ
うやく今地域の中で定着し始めています。これらは、省
エネルギーと自然エネルギーの組み合わせで、エネルギ
ーとお金が回り始めた事業です。
まとめです。温暖化、ピークオイル、そしてピークガ

ス、ピークウランといったエネルギー資源制約の危機に
直面しています。これに対する答えは、メドウズ博士が
言われたとおり、グローバルに普遍性を持った政策とロ
ーカルなソリューションの組み合わせを大胆にやってい
くしかないと思います。本日の話では、省エネは触れま
せんでしたが、省エネは非常に大事です。しかも、単な
るチマチマした我慢する省エネではなくて、大胆に構造
を変える省エネと再生可能エネルギーの両輪です。
再生可能エネルギーの課題は、コストが高いとか技術

的な問題ではありません。東京都の小原さんのプレゼン
にあったように、大きなマーケットをつくり、きちんと
した政策をすれば確実に普及します。それがドイツ、そ
してスペイン、デンマークが実証してきたことで、これ
はまさに政治の問題であり、リーダーシップの問題です。

そういった変化は地域から、あるいは市民からしか始ま
りません。東京都や地域のエネルギー事業といったもの
が、これから日本を変えていく可能性があると考えてい
ます。

枝廣　ありがとうございました。世界の事例や動きを聞
くにつれ、日本の中を見ると、どうしてこうなんだろう
と。その中でも、先ほど飯田氏のお話とか、地元のロー
カルチャレンジとか。先ほどデニスがユニバーサルとグ
ローバルな問題の区別を教えてくれましたが、ユニバー
サルな問題を、ローカルな取り組みで解決していく。そ
れが先ほどのベクショーとかサムソのように広がってい
くきっかけをつくってくれるのだろうなと、期待してい
ます。

●求められるトップのコミットメントと、
　継続の仕組みづくり
枝廣　今一巡お話を聞いたので、今からもう一度同じ順
番で、ほかの方のお話を聞いて、聞きたいこと、もしく
は思ったこと、どれか一番印象に残ったことだけで結構
なので、もう一度お話を伺おうと思います。藤井先生か
らいいですか。

藤井　最後の飯田先生の話が印象に残っています。再生
可能エネルギーを普及させようということですが、再生
可能エネルギー、場所によって、あるいは時間によって、
例えば太陽電池だと、効率も発電量も変わってきたりす
るわけですね。非常に向いている場所もあれば、やらな
いほうがいいという場所もある。そういったところに普
及させようと思うと、電気料金が今のように一律ではな
くて、不便なところは高くなることもあるのではないか。
そうすると、その高い電気代を払いたくないから、太陽
電池入れようとか、そういうふうな動きが出てくるのか
なと。
そうすると、実は地域格差みたいなものが出てきて、
一方がうまくいくと一方がうまくいかないというふうな
ことがあるのかなと。再生可能エネルギーを普及させよ
うというときに、いろんなジレンマがあるのではないか
なと思いますが、ご経験のところでお話いただければ。

枝廣　では、全員に聞いてから全員がコメントを返すと
いう形にしたいので、小原さん、お願いします。

小原　先ほど庄司社長が、トップがいることが環境に対
して取り組んでいく上ですごく重要であって、トップが
方向性をしっかり示すことでさまざまな取り組みができ
ていくということを言われましたが、自分たちと同じだ
なと思って。これは質問というより感想ですが。
2006 年 9 月の都議会の施政方針演説で、都知事が、
当時の IPCCの第三次報告の問題意識を共有したのです
が、「2050 年に全世界のCO2 を半減する必要がある」と
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いう認識を示して、「東京はもっと頑張らなければいけ
ない。そういう世界に、CO2 排出を半減できるような都
市モデルを、東京からしっかりつくって出していくん
だ」ということを、はっきり出しました。
12 月には長期計画で 2020 年までに 25％削減という目

標を立て、1月には部門ごとにそれぞれ、福祉行政であ
るとか建設行政であるとか、縦割りになりがちだったと
ころを、副知事を筆頭とした横断本部をつくって、温暖
化対策はすべての部局がやらなければ駄目だというよう
に位置づけました。3月の議会では、平成 19 年度予算
に「温暖化対策推進基金」という基金を造成し、4月の
組織改正で環境局のところに全庁横断の環境トップマネ
ジメント組織をさらにつくって、権限とお金を全部集中
したところに、6月には「気候変動対策方針」というも
のを打ち出して、自治体として 1,300 の大規模の事業所
に排出削減義務づけを課すとともに、義務履行の支援的
な措置として、排出量取引を導入するんだというような
ものを打ち出しています。今そこからスタートして、政
策のレベルを上げる作業をやっています。
この一連の流れは、2006 年の 9 月に知事が明確な方

針を示したところからスタートしました。今までの延長
線上で政策をやっていくと当然たどり着けないので、ジ
ャンプしなくてはいけなかったんですが、今ジャンプし
ている最中です。トップのリーダーシップでやっている
状況は同じだなという感想を持ちました。

枝廣　ありがとうございます。田中さん、いかがでしょ
うか。

田中　悩みと感想ですが、悩みのところは、再生可能エ
ネルギーについて、われわれも真剣に検討していて、例
えばカリフォルニアのほうでも太陽光発電をやるとか、
ほかのところで風力発電、自分たちで投資してやってみ
ようかとか、いろいろ何年か悩んでいます。投資に対す
る回収、つまりペイラインのところが見えなかったんで
すが、先ほどの話を聞いていて、非常に勇気づけられて、
もう 1回ちゃんと検討し直してみようかなと思いました。
刻々と変わってきているようなところもありますので。
あと、同じ企業の立場で、庄司社長のほうから、「ト

ップが宣言をする」というところについては非常に共感
を覚えます。環境への取組みいうところを企業で展開す
る場は、最初からみんなでやろうということではないと
思います。ですから、やはりトップが宣言をしてもらう
と、ジャンプできるのかなというところがあります。
始めてしまったら継続しなければいけないので、企業

においては仕組みづくりですね。担当者も替わっていき
ますから、そうなってもきっちり持続するような仕組み
づくりが、非常に大切だと思いました。
皆さんの話を聞いて、うちの会社でもそうですが、全

員参加というところをキーワードにしています。環境保
全というのは、特別な人たちが特別なことをやるという
ことではないと思います。例えば、設計の人は本業のと

ころできっちりと環境のことを考えて、パフォーマンス
が上がるように、環境を取り入れて設計していく。生産
は、日本企業得意の「改善」というのがありますが、そ
れをしっかりやりきることが環境にいいことだと。販売
は、環境に良い製品をお客さまにご説明し、導入効果を
確認していただき、顧客満足につなげていく。そうする
ことが全員参加だし、それぞれ自分の持ち分のところで
やってくださいとお願いしています。皆さんも、それぞ
れ事情は違いますが、勇気づけられました。

枝廣　ありがとうございます。庄司さん、お願いします。

庄司　今日でメドウズさんにお会いするのは 3回目です
が、今日ははっきり出ていませんでしたが、石油が 5倍
ぐらいになるという話です。これを前提にすると理解し
やすく、大きな項目から言っているので、その中から自
分たちが具体的にできる小さい項目で良いから、1つで
も見つけたいと思ってお聞きしています。石油が 5倍に
なると、当然、企業はリスクヘッジとして対策を打た
なくちゃいけない。今までの環境問題は善悪のレベルで
したが、われわれが知らなかった無知の問題でもあると。
もう少し悪くなったら、もっとやることが具体的に見え
てくるか、正確でなくてもいいから、仮説を立てられる
ように。商売のライバルでもそうですね。仮想ライバル
を立て、その気になって進めていくわけです。そのよう
な「仮説部分」が、「三分の余裕」であり、経営の 3割
がそういった余裕の部分である状況がいいなと思います。
それから企業ができることで、利益が出たとすると、
その利益は黙っていると税金になってしまう。これでは
財務省の出張所になりますから（笑）。そうじゃなくて、
世界中からメドウズさんのような見識のある方々を招聘
して勉強会をする。それもできるだけ、会社の中だけで
なく、一般市民にも開放するようなフォーラムやセミナ
ーを開催する。そういった社会への貢献の仕方もあると
思います。
ビジネスはビジネスの事ばかりじゃなく、ビジネスを
含む社会全体のことを、専門家だけではなくみんなでト
ータルに考えていくと、いろいろな発想が生まれるとい
う気がします。
私は最近、中国の気功などに学べる点があると思っ
ています。みんな不健康だったら、それ自体が駄目にな
る。気功などのダイジェスト版を見せたり、10 分でも
いいから取り入れられないかとか、「気」が放つ、あり
得ないようなことを、ビジネスにどう組み合わせていく
か、ほかと全く違った新しい体質ができるんじゃないか。
そういう点で発想を変えて物事を考える。地球温暖化が
進んで、海面が上がると食材配送している道路が沈んで
しまうかしらとか、それで成り立たない店がいくつある
だろうか。今当たり前になっている中に、今後、起こる
かもしれない異常を見つけるセンスが欲しいなと思った
りしています。
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枝廣　ありがとうございます。では、飯田さん。

飯田　はい。まず、企業の方からのお話を聞いて、きち
んと目標を与えられる人間は、きちんと知恵が出るんだ
と思いました。
実は、庄司社長のアレフには、何度もお邪魔していま

す。庄司社長は、控えめに遠慮して話されたので、皆さ
んにどこまで理解されたか心配ですが、アレフの取り組
みはほんとにすごいんです。先ほどの工場なども、ヒー
トポンプを多段階に組み合わせて、温かいお湯からさら
に温かいお湯と冷たいもの、さらにそれが分岐して、と
いうことをされています。熱をこれだけカスケードで、
しかも事業として使われているというのは、多分、世界
的にもほとんど見たことがないというものを、自前でや
られています。
先ほどのバイオ燃料も、小学校を巻き込んで、家庭か

ら出てきた腐食油を、小学生たちに考えさせながら持っ
てこさせて、それでまたその一翼をアレフさんが担うと
いう、すごい仕組みをつくられている企業なんです。ト
ップの方と、それを受けたスタッフの方の力が両方発揮
されるとすごいなと思いましたし、リコーさんの仕組み
そのものもすごいと思います。
東京都に関して、実は、昨日も審議会があったのです

が、国の審議会と全然雰囲気が違います。東京都の環境
審議会は、終わると審議会委員みんなで、スポーツをし
たあとのように、非常に心地よいムードで、委員同士が
仲良く話しながら帰ります。国の審議会は疲れるだけで、
ほんとに徒労感だけです。環境省と経産省が舞台裏で用
意をしたアジェンダがあって、それ以上一字一句変わら
ないぞというものが決まっておいて、あとは、委員は一
人 1分だけしゃべれますといって、それもガス抜きのよ
うな形だけという感じです。そういう、出来の悪い歌舞
伎のようなことを、国の審議会ではやらされているので
すが、こんなことをやっている暇があるんだろうかと思
います。
気候変動やピークオイルの状況を考え、日本の置か

れている状況を考えると、本当に Best & Brightest を
尽くしながらまじめに知恵を出さなければならないのに、
舞台裏や密室で物事が決まってしまっていて、そこには
政策としての知恵ではなく、古い構造を変化させないと
いう政治的な妥協があるだけです。国のレベルではそう
いうことが横行しているのに対して、東京都では、審議
会の舞台で、いろいろな意見が飛び交いつつも、基本的
にはみんな「右斜め前方」（未来志向）を見ながら議論
し、事務局も堂々と答えています。高いトスを打ち合い
ながら、お互いのスキルを上げていくという好循環を生
んでいます。このように、東京都は、単に政策として進
んでいるだけではなくて、私自身もその場にいて、政策
形成のあり方としても非常に素晴らしいと思っています。

●足るを知り、
　社会のイノベーションを起こす
枝廣　ありがとうございます。私のほうから少し、皆さ
んのお話を伺って思ったことをお伝えして、それも含め
て、それからほかの方々からお聞きになった質問もしく
はコメントも含んで、最後のコメントをまた一巡いただ
いて、お終いになると思います。
デニスさんが見せてくれた表で、CO2 排出量を 4 つ

の要素で説明しているものがありました。CO2 排出量は、
人口×一人当たりのライフスタイルを支えるのに必要な
資本×資本 1単位当たりで必要なエネルギー× 1単位の
エネルギーのうち、どれだけ化石燃料が使われているか。
そういう図が出てきたと思います。
これはすごく大事な図だと思っています。デニスも言
っていましたが、われわれが温暖化に対して取り組みを
しているのは、すべて最後の 2つだけだと。つまり、技
術的に解決が図れる、再生可能エネルギーを取り入れる
とか、できるだけ化石燃料を使わないとか、そういう最
後の、エネルギーにおける二酸化炭素集約度を下げる取
り組みか、もしくは、ある活動をするときに必要なエネ
ルギーを下げる。それは省エネとかエネルギーを効率化
するとか、もしくはサービス化をしていくとか、そうい
った形であると。
そのフレームで考えたときに、今日のパネリストの
方々のお話は、日本の中ではほんとに先進的な動きだと
思うし、素晴らしい実績も上げていらっしゃるけれど、
やはりこの最後の 2つのところを取り上げていると思い
ます。それがいけないとか、足りないとか言っているわ
けではありませんが。
例えば、どれくらい再生可能エネルギーを増やすか。
これはすごく大事だし、日本はほんとに遅れているので、
力を入れなきゃいけないことだと思います。日本のお家
芸である省エネというのも、もっともっと進める必要が
ある。
それを超えて、一人ひとりに必要な資本ってどれぐら
いなんだろうとか。つまり、これは企業や自治体だけで
できるわけではないですが、ほんとに「足るを知る」と
いうことを、私たちがどうやって形にしていくか。
　「欲しがりません、勝つまでは」って、昔あったみた
いですが、「欲しがりません。だっていらないもの」と
みんなが言うようになれば、もう別にいらないわけです
ね。お金があれば、省エネ設計が進めば、エネルギーコ
ストが安くて済むんだったら、もっともっととやってい
ては、いくら技術が進んでも、きっとうまくいかない。
人口については、日本は減っていくのでよいとして、
一人当たりに必要な資本、もしくは一人当たりに必要な
GDP と今私たちが思っているものに、どういうふうに
取り組むかということを、私は考えたいなと思います。
それが自治体として、もしくは企業としてはそこまで
は言えないと。お客さんが使いたいと言ったら、お客さ
んは神さまなんだと言うかもしれない。でも、もしかし
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たら、技術革新で、お客さんがコピーをしようとしたと
きに、例えば「それは不要なコピーだからやりません」
と言うコピー機が表れたら、素晴らしんじゃないかと思
うんですけど。そういった、これまでのできることを超
えてやるためには何が必要なのかを、ぜひお伺いしたい
なと思います。
省エネといいますが、私たちが省エネというときに

は、実は 2種類あって、1つはエネルギー効率を上げる
という省エネ。これはどちらかというと、どれぐらい使
うかということは不問に付すと。どれぐらい使うかは別
として、使うとしたら効率よく使いましょう。それが
efficiency だとすると、もう 1つの省エネは sufficiency、
つまり足るを知る。必要なだけ使おう。つまり需要その
ものを問い直すと。その両方をやっていかないといけな
い。エネルギーを減らすといったときにも、その両方を、
技術だけに頼らないで、どうやっていくか。
もう 1つだけコメントをすると、技術にしても何にし

ても、このように大きく社会を変えていかないといけな
いときに、イノベーションが必要だということになりま
す。イノベーションというのは革新、何か新しくつくり
出していくことですが、往々にして、私たちがイノベー
ションと話すときに、技術的なイノベーションを想定し
ていることが多いです。
ただ、それと同時に、社会的なイノベーションも進め

ないと、いくら素晴らしい技術や考え方ができても、そ
れが広がり、みんなが実行しない限りは、効果が表れま
せん。どういうふうに社会でそれを広げていくのか、取
り入れていくのか。社会の仕組みそのものをどういうふ
うに変えていくのかという、社会的なイノベーションが
必要です。例えばグリーン購入というのは、1つの社会
的なイノベーションだと思いますが、そのあたりも少し
広げて考えたいなと思います。
これは単なる私の問題意識なので、もしそういったこ

ともどこかに響く部分があれば、唱えていただければ幸
いですし、そうでなければそうでなくても結構です。
もう一度、最初と同じ順番で、ご自分で追加されたい

ことでも、皆さんにお伝えしたいことでも何でもいいの
で、最後のコメントをお願いします。では藤井先生から、
よろしくお願いします。

藤井　4つのファクターに分けて、人口を除いて、一人
当たりの資本、あるいは一人当たりの GDPがというと
ころがありましたが、私自身、個人的には、何か無理を
して省エネをするというのは、多分長続きしないので、
やめたほうがいいのかなと思います。みんなが省エネし
たいとは思っていないかもしれないので。人それぞれな
ので、あまり強制するような、あるいはそういう雰囲気
を、つくれないかもしれませんが、戦争中のようなこと
にするのは、あまりよくないのかなとは思っています。
ただ、最近、運輸部門のエネルギー消費量が減ってい

ます。私はどんどん増えていくのかなと思ったら、自動
車の売り上げも減って、自動車を乗る距離も少なくなっ

てきている。これは多分意識していないでしょうけれど
も、最近の若い人は車も持ちたくないということが増え
てきているということで、自然に任せていても、ある程
度、だんだん減っていくということもあり得るのかなと。
それは習慣が変わってくるということで、あまり心理
的に無理はしていないんですけれども、何となく使わな
いほうがいいのかなぐらいで、変わってくる社会の変化
もあるので、そういったものはどんどん進めていければ
なと思います。

枝廣　ありがとうございます。では小原さん、お願いし
ます。

小原　「足るを知る」というところで、東京都の発表し
たスライドの最後のところに、4本の縦棒グラフを並べ
させていただきましたが、実は棒のグラフの長さ自体を
わざとそろえてあります。今の豊かな生活を支えている
エネルギーの柱を、豊かさというものがエネルギーに
支えられるようにしたときに、その豊かさの質は落とさ
ないで、エネルギーは落とせるんじゃないのというのが、
私どもの考えているアプローチです。
実は東京都は、2016 年のオリンピックに立候補して、
実現させようとしていますが、知事が、「全世界での
CO2 削減に向けて、東京でモデルをつくるんだ」と言っ
たときに、東京だけでやっていても、世界中には広まら
ない。オリンピックのときには、世界中から 2週間なり
3週間、人がやってきて、戦争を中断してでも来てくれ
て、過ごして帰られるわけです。これから豊かになりた
いいろいろな地域の方々が、「東京みたいな豊かな生活
を僕たちも送りたいから、エネルギーをよこせ」と言っ
たときに、「え？　そんなにエネルギー使っていません
よ」という反証を、2016 年に間に合わせてやりたいん
です。そうすれば、東京オリンピックのあとの世界とい
うのは、豊かになることとエネルギーを使うことが、パ
ラレルでくっついているロジックではないんだというこ
とが、具体的に反証を伴って皆さんに理解してもらえる
ようになるんじゃないかなと。
ですから、知事が 2016 年という 10 年間の長期計画を
立てたのも、そういうことだろうと思って僕らは頑張っ
ています。世界中のこれから豊かになりたい方々に、あ
こがれてもらう生活を、そこであこがれて満足してもら
おうと。でも、その満足してもらえるということが、エ
ネルギーを使う満足じゃないように、社会の仕組みから
何から、イノベーションを勢ぞろいでやらないといけな
い。
そこはほんとに、そういう目的に向かってバックキャ
ストして、どうやるか考えていかないと。つい先日、企
業の方々と公の場で話し合ったときに、企業の方々から、
東京都の 2020 年 25％というのは、対策を 1個 1 個積み
上げてないじゃないかという言い方をされました。東京
都としては、今の時点で積み上がっている必要は全然な
いと思っています。つまり、社会をリードしていく行政
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が、2025 年という期間を区切って、その中で目標をコ
ミットメントしたんだと。東京都は、ありとあらゆる資
産を使って、そこの実現を目指していくんだと。
そうすると、その中では、一部は規制によって誘導さ

れるマーケットもあるでしょう。今はまさにビジネスセ
クターに対しては、少なくとも東京の範囲の中で、ビジ
ネスチャンスが具体的に見えているはず。その中で、ビ
ジネスの競争というものがイノベーションを生んで、そ
のイノベーションが、対策が積み上がっていないところ
を上手につなげていくと思っています。ですから、まさ
に皆さん頑張ってくださいという発言をさせていただき
ました。
その後、企業の方々からは、あんな言い方はないじ

ゃないかという反響はあったんですが、でも企業の方々
は企業の中で、まさにそういうイノベーションをやって、
生き残りをかけているわけです。それこそリコーさんの
コピーが、10 秒で立ち上がる。そんなのはあり得なか
ったはずです。でも、そこがやっぱり大事だということ
で、トップから企業のメンバーが一生懸命やって、イノ
ベーションを生んできたわけです。
僕らはそういうイノベーションを信じているし、その

先に見据えている世の中が、世界に対して魅力を持って
アピールできる世の中になるように変えていこうと思っ
ています。

枝廣　ありがとうございます。田中さん、お願いします。

田中　はい。ある程度責任を持って言える、自分のビジ
ネスの範囲で申し上げると、一人当たりの GDPは同じ
でも、内容が全く変わってくるのかなという気がしてい
ます。
技術のイノベーション、社会のイノベーションがあっ

て、ライフスタイルのイノベーションもあるんでしょう
が、われわれもオフィス環境をビジネスにしていますの
で、オフィス環境、オフィスサイドのイノベーションと
いうことも想定しています。
例えば 2050 年の話をしましたけれど、この時代にコ

ピー機があるのかなということも、よく分からない。電
子ペーパーなど、他の媒体に置き換わって、紙は使わ
ないかもしれない。そうすると、今のわれわれコアビジ
ネスが変わってくるわけです。われわれは企業ですから、
コアのところを変えてでも、生き残っていかざるを得な
いと思うんです。
さっきのコピーの話で、省エネと使いやすさと両立し

ていなかったので、なかなか効果が出なかったという話
をしましたが、われわれメーカーの責任としては、誰が
使っても、意識の高い人、意識の低いが使っても同じよ
うな省エネ効果が出る、そういうモノづくりをしなけれ
ばいけないというのが 1つあります。
そういったモノづくりを進めていくと、多分、オフィ

スのワークスタイルも変わってくる。在宅も増える。会
社に来なくても仕事ができる。電車が動かなくても、車

に乗らなくても、在宅で、前よりもうまく仕事ができる。
お客さまには（オフィス、在宅も含めて）より良いワー
クスタイルの環境が提供できる。そうするとわれわれは、
それなりの対価をもらって、企業としては存続する。そ
ういうイノベーションであれば、折り合っていけるんじ
ゃないかなと感じています。

枝廣　ありがとうございます。では、庄司さん、お願い
します。

庄司　「足るを知る」についてとらえますと、バングラ
デシュ人が 1年間に使う資源に対して、アメリカ人が使
う資源は 40 ～ 70 倍だと聞きます。そうすると、貧乏人
の子だくさんで、子供をいっぱいつくって人が増えるか
ら、資源が不足するという問題ではなくて、もうすでに
存分にあるところが、なおかつ余計に無駄遣いする問題
のほうが大きい問題です。データや情報の面からは、そ
ういったものがキーポイントになります。
私は食堂で食べ物を売っているわけですが、先日、中
国に行きますと、ある気功の先生に、「人間は一生のう
ちに食べる量というのは決まっている」と聞きました。
そうすると、若いころガツガツ、むしゃむしゃ食べると、
寿命があまり長くないことになりますね。腹 6分目で食
べるから健康で、肉をいっぱい食べて、今のスポーツを
すると生命を消耗させるだけだとも聞きしました。運動
をやっていても、60 歳を超えるとどんどん衰退していく。
長生きしていない。
それに対して、太極拳とか気功とかは、確かに中か
ら鍛えていきます。今のスポーツは全部筋肉、外側だけ
を問題にしている。食事でもいいものをいっぱい食べて、
筋肉もりもりで、ところが癌細胞なんか 1つできると、
健康体より 50 倍も消化力が強いらしいんです。肉が大
好きだというので癌が増殖する。いったい誰のために食
べてるんだというようなことになります。
そういったことを知ってくると、食べ物に対する認識
も全然違ってくるんじゃないかなと。そして、筋肉でな
くて肝臓とか腎臓が大事であり、「肝心要」の腎臓にい
い食べ物は？　腎臓の鍛え方は？　全然分からないです
ね。そういったことなども、まだまだ東洋の世界にはい
っぱいあるわけですね。精神的なものを含めて知ってい
くと、自分の健康を自ら守れる状態になれると思ってい
ます。
企業経営でも、「事業」というのは社会の役に立つの
ですが、事業の上に「徳業」があります。同じ仕事の中
に、人間としての尊さがにじみ出ているかどうかが問わ
れる。その上に「道業」という道の業があるんですね。
道業とは、天地自然の理法に、バランスが合うようにち
ゃんと事業しているかどうか、理念、正しさを持ってや
っているか。そして一番上は「天業」です。人間を生か
し、環境を守り、生かし、この社会にあるものすべてに
価値を与え、また蘇生する。新しいもの、今までにない
ものを生む、生み出す仕事です。要は天地自然の大前提
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に立って生きていきましょうねということです。東洋の
事業家の中には、そういった環境感のために仕事をする。
そんなことがあったんですね。
それがいつの間にか、モノとしての経済、ただ経済だ

けがすべてになってしまっている。すべての発想が自分
発なんです。「何々のために」というところから出発し
ない限り駄目で、人を育てる教育の場の大学でも学校で
も、いかに社会に出たら上手に飯を食っていくかで出て
くるんじゃなくて、社会にこんな問題がある、それをど
うやって解決するか、という発想から自分を始める。そ
んな体質転換をしないと駄目じゃないかと思います。

枝廣　ありがとうございます。では飯田さん、最後に。

飯田　はい。メドウズ博士の式（CO2 排出量＝人口×文
化規範×技術）ですね。この式に対する私の考えを述べ
る前に、なぜ私がプラグマティズム（実利主義）という
か、「リアル」にこだわるかという話をします。私自身
もともと、原子力の製造技術の現場を経て、原子力の法
律や基準づくりの仕事に携わると同時に、電力会社の原
子力事業の企画支援にも携わり、日本のいわゆる「原子
力ムラ」をひと通り渡り歩いた経験があります。その経
験を通して、日本の組織構造は、エネルギーに限らない
でしょうけれども、非常に壁が強固で中身が虚ろである
ことを実感しました。そういった組織は、よく言われる
とおり「縦割り」なのですが、それと同時に、「横割り」
なんですね。つまり、トップが考えていることと現場と
は全く違う。国が考えていることと地域とも違う。
先ほどメドウズ博士の話にあった、ユニバーサルな問

題をローカルで実践というのは、まさに真実です。そし
て、ローカルな問題をローカルに解決していくことも当
然ですが、日本では、ナショナルで取り組むべきことも
「ローカル」に行われていたりするんですね。霞が関が
ナショナルではなく、1つの「ローカル」になっていま
す。
組織の内部が虚ろな日本の社会では、徹底的にプラグ

マティックに「虚ろ」なものを壊したり埋めたりしなが
ら、代わりにリアルな内実をつくっていかないといけな
い状況にあります。そこから理念やビジョンなどの「抽
象論」にさかのぼっていくというのが、私の戦略です。
さて、メドウズ博士の式ですが、私はどちらかという

と、この式を垂直に切ってみた方がよいと思います。ど
ういうことかというと、定量に落とせない政治文化的な
切り口のほうがもっと、少なくとも日本では大事だと考
えるからです。
政治といっても投票や選挙の政治ではなくて、人と

人との間に必ず生じる幅広い意味での「政治」です。日
本人はミクロ政治の天才なので、人と人が会ったとき
に、この人は自分の上か下かとか、組めるか敵か、自分
の「ムラ」の内の人か外の人か、自分の親族とか遠戚か
赤の他人かというのを、一言か二言言葉を交わすだけで
瞬時に見抜きます。

そういった社会で物事を変えていくのは、こういう
定量式ではなくて、ミクロな政治の天才でないと変えら
れない。それに加えて、プラグマティズムと徹底的なリ
アリズムが必要です。しかし、いったん変わり始めれば、
まさに社会イノベーションが始まっていく可能性はある
んじゃないかと思います。
以上の話を踏まえた上で、「豊かさ」の話をします。
モノの豊かさの議論（モノの多さが豊かさではないとい
う意味）は当然クリアした上で、基本的には「時の豊か
さ」だと思います。それも単に時間がゆっくりあるとい
う意味ではなく、そこで私たちが経験する時や人生、社
会総体として過ごしていく「時間の質の高さや豊堯さ」
と言っていいと思います。
例えば日本の地方では、シャッター街が広がって、エ
クスペリエンス（experience）として非常に暮らしにく
く、心が寒くなるような町がどんどん広がりつつある。
貧相な住宅 1つをとっても寒々しています。省エネだと
言いますが、日本のこうした寒々した状況は「省エネ」
ではなく「貧エネ」です。こういう日々の暮らしや地域
を、もっときちんと元気にしていくというか、日本のど
こにいても人間として生きてきて幸せだなと感じること
ができる。日々過ごしていく日常の経験（experience）
が、質の高い「豊かさ」と感じることができる。そうい
う方向が、枝廣さんの問いかけに対する私自身の答えと
して目指していきたい方向です。

枝廣　ありがとうございます。まだたくさんお話を伺い
たいと思いますし、先ほど私が問いかけをした、一人当
たりの資本、一人当たりの GDP、豊かさとは何かとい
う、多分そこを取り上げたり、切り込んだりしている組
織や団体は、そんなにないですよね。そのあとの技術的
な核心で言えば、企業はみんな取り組んでいるし、いろ
いろな形での、例えば再生可能エネルギーのNGOもた
くさんあると思いますが。
例えば、ちょうど今月（11 月）末にかけて、No 
Buying Day というのが、世界的に行われます。1年に
1 日、何も買わない日を設けましょうと。「無買デー」
と日本語ではいいます。そういった動きとか、私も参加
していますが、年に 2回、2時間電気を消してゆっくり
時間を過ごす「100 万人のキャンドルナイト」とか。
そういうのがきっかけや気づきを提供するという役割
は、多少果たしつつあると思いますが、できれば、豊か
さとか、2番目の項目に切り込むことをやっていきたい
し、そういった力をつける国になっていけたらなと思い
ます。
今日は主に自治体と企業と世界的な知見を持った
NGOの方にお話を伺いましたが、私たち一人ひとりと
しても、気候変動の問題、温暖化の問題はすごく大き
いし、それに対し、いろいろ皆さんもやってらっしゃる
と思います。でも、やはりそれよりも、時間的にいうと、
エネルギーの危機のほうが早く来るだろうというのが、
最初の基調講演でも明らかになったと思います。
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ですから、私たちの毎日の生活が、石油をはじめ、ど
れぐらいいろいろなエネルギーに支えられているのか。
仮にその値段が５倍になったとしたら、私たちの生活は
どういうふうに変わらざるを得ないのか。もしくはそれ
をチャンスにどういうふうに変えていきたいのか。ぜひ
そういうことを、私たち一人ひとりでも考えていきたい
し、またそれが、例えば企業もしくは自治体で、国とし
て、どうなのかということを、一緒に議論できたらと思
います。■
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講演者　プロフィール

●デニス・メドウズ（インタラクティブ・ラーニング研究所　所長）
長期的な視点からものごとの全体像と根源を見るシステム思考の大家。人口、経済と地球環境に関す
るローマクラブへのレポートとしてまとめられた『成長の限界』は世界中で注目を集めた。MITで経
営学博士号を取得後、MIT、ダートマス大学、ニューハンプシャー大学などで経営学、工学、社会科
学などを教え、プログラムディレクター、学部長などを歴任。システム思考、未来学、体験学習など
10の著書を持つ。世界の企業のボードメンバー、政府・業界・NPOなどへのコンサルティングの実
績多数。地球温暖化問題、エネルギー資源問題における世界の第一人者でもある。

●デイビッド・ヒューズ（カナダ地質調査所　上級地質学研究員）
地質学者。カナダ地質調査所の研究者としてエネルギー資源の研究調査に30年以上携わる。カナダ
の石炭インベントリーのリーダーを務め、石炭に関するデジタル情報を使い、石炭の従来の利用法と
コールベッド・メタン生産や二酸化炭素の固定化など新しい利用法にどの程度適用可能であるかを検
討。カナダ・ガス・ポテンシャル委員会における非在来型天然ガスのチームリーダーでもある。近年
の関心は、エネルギーに関する「ビッグ・ピクチャー」を描くことにある。エネルギー供給の継続
性の長期的予測診断とエネルギー利用に関する政治および環境への影響に大きな関心を寄せている。
ヒューズ氏のグローバル及び北米でのエネルギー分析は、アメリカ及びカナダの連邦政府、州政府、
自治体、エネルギー供給業界団体及びエネルギーを消費するさまざまな業界団体で利用されている。

●小田理一郎（（有）チェンジ・エージェント社長兼CEO）
人や組織が自律的に目的を達成する効果的な仕組みをつくるため、2年間の米国留学で組織変革のス
キルを学び、多国籍企業で10年間、製品責任者・経営企画室長として、組織変革の実務にあたる。
その後独立。企業の社会的使命の追及と、非営利組織マネジメントの強化のためのコンサルティング
経験を生かし、「学習する組織」、「システム思考」、「シナリオプラニング」などの研修、コンサルティ
ング、ファシリテーション、講演、執筆を担当。共著『なぜあの人の解決策はいつもうまくいくのか？』
（東洋経済新報社）。

パネリスト　プロフィール（五十音順）

●飯田哲也（環境エネルギー政策研究所　所長）
環境エネルギー政策研究所 所長。自然エネルギー政策では第一人者として国内外で活躍し、市民・地
域に軸足を置いた政策提言とエネルギー事業や金融に至るまで、幅広い実践的活動を行う。グリーン
電力証書や市民出資スキームの創設者で、日本の社会イノベータとして、国・自治体のエネルギー政
策で重要な貢献を果たしている。

●小原　昌（東京都　環境局　副参事）
1994年にごみ減量を目指す「マイバッグキャンペーン」開始に参加し『マイバッグ』のネーミングを
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考案。1999年には「ディーゼル車NO作戦」を企画。日本の軽油の超低硫黄化をリードし、首都圏
でのディーゼル車規制実現に貢献。2006年からは温暖化対策を担当。企業・市民や日本中の自治体と
Win-Winの連携関係を広げて再生可能エネルギーの利用を拡大するプロジェクトを推進中。グリーン
エネルギー購入フォーラムや、第二世代バイオディーゼル燃料実用化プロジェクト、太陽エネルギー
利用拡大会議などを動かしている。

●庄司昭夫（株式会社アレフ　代表取締役社長）
盛岡市内に「ハンバーガーとサラダの店・べる」を開業し、ハンバーグ“スペシャリティ”レストラ
ンの業態を確立。1976年「カウベルカンパニー株式会社」設立、代表取締役社長就任。1987年「株式
会社アレフ」に社名変更。1994年、ニューフードビジネス優良事業者として日本政府より農林水産大
臣賞「農業生産等連携部門賞」を受賞。2004年以降、農林水産大臣賞「環境配慮部門賞」、北海道地
域文化選奨、北海道省エネルギー・新エネルギー促進大賞 省エネルギー部門 奨励賞などを受賞。さ
らに「食の安全・安心」には自然環境との共生が不可欠との考えから生物多様性など環境問題にも深
く関わり、環境技術の自社開発をはじめ他に先んじた省資源・省エネルギーを実践。経済産業省・資
源エネルギー庁「グリーンPPS検討会」検討委員などを務める。

●田中健司（株式会社リコー　社会環境本部　環境経営企画室長）
1979年早稲田大卒、同年リコー入社。90年より次世代ファクシミリ市場開拓のため米国駐在。96年
に帰国し大手市場担当部門のシステム推進部課長、同部門第三営業部長を経て、05年社会環境本部 
環境経営推進室長、07年より現職。環境戦略と環境技術分野を担当。

●藤井康正（東京大学　大学院新領域創成科学研究科　准教授）
東京大学大学院工学系研究科電気工学博士課程修了 博士（工学）、1993年横浜国立大学工学部助手、
1995年横浜国立大学工学部講師、1997年横浜国立大学工学部助教授、1995年 5月～1996年 4月オー
ストリア国際応用システム解析研究所（IIASA: International Institute for Applied Systems Analysis）客
員研究員、1999年東京大学大学院工学系研究科助教授、2003年 4月～2004年 3月京都大学大学院エ
ネルギー科学研究科客員助教授を併任、2005年 4月より現職。

コーディネーター　プロフィール

●枝廣淳子（環境ジャーナリスト、㈲イーズ代表、㈲チェンジ・エージェント会長）
心理学を活かし、「自分や人を変える」ための技術を研究。講演、執筆、テレビ出演などのほか、開発、
研修、ファシリテーションを担当。NGOジャパン・フォー・サステナビリティの設立者・共同代表
や東京大学客員研究員（人工物工学研究センター）としての活動等を通じ、人や組織の「変化のプロ
セス」の研究・サポートを深める。21世紀環境立国戦略特別部会委員、スイス国際サステナビリティ・
イノベーション評議会評議員などを務める。訳書に『成長の限界̶人類の選択』『不都合な真実』、共
著に『地球のなおし方』『なぜあの人の解決策はいつもうまくいくのか？』など。
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主催者について

●有限会社 イーズ　（代表取締役社長　枝廣淳子）　
http://www.es-inc.jp

（有）イーズは、地球から学び、自分のこころに耳を傾け、自分の頭で考え、そして自ら発信するこ
とで変えていこうとする「地球視野の変化の担い手」を育て、そのネットワークを広げることを使命
としています。アル・ゴアの『不都合な真実』、デニス・メドウズの『成長の限界　人類の選択』を
翻訳した環境ジャーナリスト枝廣淳子を中心に、講演・執筆・翻訳・研修・コンサルティングなどさ
まざまな事業を展開しています。
　　●日刊温暖化新聞
　　　　http://daily-ondanka.com/
　　●エネルギー危機のアーカイブ（枝廣淳子発行環境メールニュースから）　
　　　　http://www.es-inc.jp/lib/archives/12.html

●有限会社 チェンジ・エージェント　（代表取締役社長兼CEO　小田理一郎）
http://change-agent.jp

（有）チェンジ・エージェントは、組織や社会、人生における「変化の担い手」の「変化を創り出す
力」をはぐくみ、強めていくことを使命としています。そのための有力なツールの 1つとして、世界
各地の企業や組織で実績のある「システム思考」の考え方やツールを日本で普及していきます。シス
テム思考等の強力な「変えるためのスキル」によって、より効果的な「チェンジ・エージェント」が
増え、真の幸せを実現できる社会へ向けてのうねりを広げ、加速していきたい、そして、変化の担い
手をこんこんと生み出すしくみを社会の中に埋め込んでいきたいと考えています。 
　　●講演録「地球温暖化防止　企業の戦略的アプローチ」　
　　　　http://change-agent.jp/news/000073.html
　　●講演録「システム思考で考えるピーク・オイル～何を考え、どうすべきか」　
　　　　http://change-agent.jp/news/000043.html

両社とも企業などの組織に対して、システム思考を基盤とした「変化のプロセス」マネジメントのた
めの、
　　○研修　（システム思考、ビジョニング、ダイアログ、学習する組織など）
　　○ファシリテーション　（ビジョニング、戦略策定、ステークホルダーダイアログなど）
　　○講演　（システム思考、学習する組織、地球温暖化、エネルギー問題など）
　　○コンサルティングなど
のサービスを提供しております。ご依頼は下記へお問い合わせください。

有限会社イーズ     
〒 156-0055　東京都世田谷区船橋 1-11-12 産興ビル 3F
Tel. 03-6413-3760 / Fax. 03-6413-3762
E-mail: info@es-inc.jp

有限会社チェンジ・エージェント
〒 156-0055　東京都世田谷区船橋 1-11-12 産興ビル 3F
Tel. 03-5426-1128 / Fax. 03-6413-3762
E-mail: info@change-agent.jp
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